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１．適用範囲 

 iTECS 法により，2 つの受信センサー間を伝搬する弾性波の伝搬時間差を測定する方法，インパル

スハンマーと受信センサー間を伝搬する弾性波の伝搬時間差を測定する方法，および，これらの伝搬

時間差を利用して弾性波速度を測定する方法を規定する。 

【解説】 

a)伝搬時間差の測定方法について 

 伝搬時間差の測定方法を解説図 1に示す。測定方法には弾性波の入力点，受信点を同一表面とする

方法（以下，表面伝搬時間差法という）と，弾性波の入力点，受信点を異なる側面として，コンクリ

ート内部を透過した弾性波の伝搬時間差を測定する方法（以下，透過伝搬時間差法という）がある。

本規格では，受信センサーで初期振動（第 1 波）が開始される時間を弾性波の到達時間と判断し，2

つのセンサー間を伝搬する弾性波の伝搬時間差を測定する。対象となる弾性波は縦弾性波となり，レ

イリー波など受信センサーで初期振動とならない振動は，本規格の対象外である。 

 

b) 伝搬時間差を用いた試験方法 

 弾性波の伝搬時間は伝搬経路長や弾性波速度によって変化する。伝搬経路長はセンサー間に不連続

面が存在すれば，センサー間の最短距離よりも長くなる。また，コンクリートの弾性波速度は弾性係

数によって変化する性質があり，コンクリートの弾性係数と圧縮強度には正の相関関係があると言わ

れている。これらから，伝搬時間差の測定結果は，コンクリートの圧縮強度試験，部材厚さの試験，

内部の欠陥探査，ひび割れ深さの測定に利用できる。 

 Ⅰ）表面伝搬時間差法 

ｾﾝｻｰ 1 ｲﾝﾊﾟｸﾀｰ ｾﾝｻｰ 2

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

L1 
L2 

ｾﾝｻｰ間距離差：L2－L1 

ⅰ）受信ｾﾝｻｰ 2個で測定する場合 ⅱ）ｲﾝﾊﾟﾙｽﾊﾝﾏｰと受信ｾﾝｻｰ 1個で測定する場合 
ｾﾝｻｰ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

L 

ｾﾝｻｰ間距離差：L 

ｲﾝﾊﾟﾙｽﾊﾝﾏｰ 

Ⅱ）透過伝搬時間差法 

ｾﾝｻｰ 1 

ｾﾝｻｰ 2 

L2 
L1 

ｾﾝｻｰ間距離差：L2－L1 

ｲﾝﾊﾟｸﾀｰ

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

ⅰ）受信ｾﾝｻｰ 2個で測定する場合 ⅱ）ｲﾝﾊﾟﾙｽﾊﾝﾏｰと受信ｾﾝｻｰ 1個で測定する場合 

ｾﾝｻｰ

L

ｾﾝｻｰ間距離差：L

ｺﾝｸﾘｰﾄ

ｲﾝﾊﾟﾙｽﾊﾝﾏｰ 

 

解説図1 伝搬時間差の測定方法 
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２．測定装置 

(1)インパクター 

 弾性波を入力するためのインパクターは，コンクリート表面との接触面が鋼製のものとする。イン

パクターにより入力される弾性波の波長は，2個の受信センサー間の距離よりも短いものとする。 

(2)受信センサー 

 周波数 80Hz～25kHzを精度良く検知できるものとする。また，弾性波の到達によるコンクリート表

面の振動を精度良く検知できるものとする。 

(3)測定器 

 サンプリング間隔，計測時間長さ，測定チャンネル数を適切に設定できる装置とする。 

【解説】 

(1)について 

 小質量のインパクターによる表面伝搬時間差法による測定では，特に既設構造物ではコンクリート

表面の乾燥等の影響により，弾性波の到達を正確に測定できない可能性がある。コンクリート表面を

伝搬するのに十分なエネルギーを励起できるよう，鋼製のものとする。 

 伝搬時間差は 2個の受信センサー間の距離よりも短い波長となる質量のインパクターにより測定す

解説表1 伝搬時間差法の測定で使用が推奨されるインパクターの条件 

質量(g) 直径(mm) ※鋼球の場合
250 ～ 350 33g以下 20mm以下
350 ～ 450 110g以下 30mm以下
450 ～ 600 261g以下 40mm以下
600 ～ 1500 1022g以下 63mm以下

1500 ～ 2500 1795g以下 76mm以下

センサー間
距離差(mm)

使用が推奨されるインパクターの条件

 

 

解説図2 測定器の一例 

解説表2 測定器の仕様 

入力 ICP入力2ch．
入力アンプのゲイン調整： ×0.1，×1.0，×10 各ch独立
周波数範囲：80Hz～35kHz　35kHz Cut Off –18dB/Oct. S/N 65dB以上
A/D変換器：12Bit以上，5MHz 2ch同時測定，データ数1000以上

システム機能 A/D変換速度（サンプリング間隔）：0.5μs以上，2ch同時
計測時間長さ：2ms以上
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る。使用が推奨されるインパクターを解説表 1に示す。解説表 1は過去の実績から示した一例であり，

コンクリート表面の弾性率，弾性波速度によって変化することに留意する必要がある。 

  

(2)について 

 受信センサーは，インパクターにより入力された弾性波を受信するために十分な感度を有し，その

振幅特性は，使用する周波数の範囲内で平坦なものが必要である。また，本規格で対象となる弾性波

は縦弾性波であるが，表面を伝搬する縦弾性波の振幅は小さく，受信センサーの質量が大きい場合な

どでは，縦弾性波の到達による振動を検知できない可能性があることに注意する。 

 

(3)について 

 サンプリング間隔，計測時間長さはセンサー間距離差，必要とされる伝搬時間差の分解能から判断

される。測定チャンネル数は 2ch以上とする。例えば，弾性波速度が 4000m/sのコンクリートで，セ

ンサー間距離差 500mmに設定すると伝搬時間差は 125μsである。このコンクリートで弾性波速度を

2%の精度で測定する場合には，分解能は伝搬時間差の 1%より短くする必要があり，サンプリング間

隔は 1.25μsより短いものとする。また，計測時間長さは伝搬時間差 125μsを確実に測定できる長さ

とする。測定器および仕様の一例として，これまで使用されている装置の情報を解説図 2，解説表 2

に示す。 

 

３．伝搬時間差の測定方法 

 ①測定表面の処理 

  測定表面に凹凸がある場合は，ヤスリ・砥石等により測定表面が平滑になるように処理する。 

 ②測定点の設置，測定波形の取得 

  コンクリート表面に受信センサー1，受信センサー2を設置し，インパクターで打撃する。 

 ③測定波形の記録 

  測定波形に再現性があることを確認し，受信センサー1，受信センサー2の測定波形を測定器に記

録する。 

 ④弾性波の伝搬時間差の測定 

  受信センサー1と受信センサー2の波形到達の時間差から弾性波の伝搬時間差を測定する。 

【解説】 

 インパクターに入力波形が記録できるインパルスハンマーを使用する場合には，コンクリート表面

に設置する受信センサーは 1 つでもよい。インパルスハンマーを受信センサー1 として，弾性波の伝

搬時間差ΔTPはインパルスハンマーによる入力開始時間と受信センサー2 の測定波形で初期振動（第

1波）が開始される時間との差を伝搬時間差とする。 

 なお，インパルスハンマーと受信センサー1 個で測定する場合では，インパルスハンマーと受信セ

ンサーで使用するセンサーの仕様が異なることから測定誤差が生じる場合がある。必要により，測定
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値の補正を行う。 

 

４．弾性波速度の測定方法 

 「３．伝搬時間差の測定方法」で測定した弾性波の伝搬時間差と受信センサー1 と受信センサー2

との距離の差から弾性波速度を決定する。 

a)インパクターに入力波形が記録できるインパルスハンマーを使用する場合 

 インパルスハンマーを受信センサー1として，受信センサー1と受信センサー2との距離の差は打撃

点から受信センサー2までの距離とする。 

 

b)新設コンクリート構造物での弾性波速度の算出方法について 

 「３．伝搬時間差の測定方法」において，打撃点から受信センサー1 までの距離と打撃点から受信

センサー2までの距離の差ΔLは 300mmから 100mm間隔で 1000mmまでの 8点で測定とすることを

基本とする。ただし，測定面の寸法が狭く，この距離差を設定できない場合や，部材厚さがこの距離

差に対して非常に薄く，正確な弾性波速度が測定できない場合などでは，これらの状況を考慮して，

距離差を設定してよい。また，打撃点，受信センサー1，受信センサー2は鉄筋の配筋方向と平行にな

らないように設定する。 

 各距離差ΔLで測定した伝搬時間差ΔTPから解説式(1)により弾性波速度 VPを算出する。算出された

複数の弾性波速度を平均処理して，コンクリートの弾性波速度を決定する。 

   PP TΔLΔV =            解説式(1) 

 

c)既設構造物での弾性波速度の算出方法について 

 「３．伝搬時間差の測定方法」において，打撃点から受信センサー1 までの距離と打撃点から受信

センサー2までの距離の差ΔLは 300mmから 50mm間隔で 1000mmまでの 15点で測定とすることを

基本とする。ただし，測定面の寸法が狭く，この距離差を設定できない場合や，部材厚さがこの距離

差に対して非常に薄く，正確な弾性波速度が測定できない場合などでは，これらの状況を考慮して，

距離差を設定してよい。また，打撃点，受信センサー1，受信センサー2は鉄筋の配筋方向と平行にな

らないように設定する。 

200 300 400 500 600 700 800 900 1000
2600

2800

3000

3200

3400

解
説
式

(1
)に
よ
る

速
度
（

m
/s
）

距離差ΔL(mm)
200 300 400 500 600 700 800 900 1000

50
100
150
200
250
300

伝
搬
時
間
差
（
μ

s）

距離差ΔL(mm)

解説図3 既設構造物での伝搬時間差，解説式(1)による弾性波速度の測定例 
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 既設構造物では，コンクリート表面の乾燥等の影響により，解説式(1)で弾性波速度を算出すると，

距離差ΔLによって，弾性波速度が変化する場合がある。この例として建設後 40年が経過したコンク

リート構造物での測定例を解説図 3に示す。解説図 3では，解説式(1)による弾性波速度は入力受信点

間距離ΔLによって変化し，距離 Lが長くなると速くなることが確認される。 

 距離差ΔLにより解説式(1)による弾性波速度が変化するのは，コンクリート表面付近を伝搬する弾

性波の速度がコンクリート内部を伝搬する弾性波の速度よりも，何らかの原因により遅くなるためで

あると考えられる。この状況での弾性波の伝搬状況はスネルの法則に基づき，解説図 4の模式図で示

される。入力点と受信点の距離差ΔL が近距離の場合では，受信点に最初に到達する振動は表面を伝

搬した弾性波（以下，表面弾性波という）となる。これに対して，入力点と受信点の距離差ΔL が長

くなると，伝搬速度の速い内部を経由した弾性波（以下，内部弾性波という）が，伝搬速度の遅い表

面弾性波を追い抜いて，受信点に最初に到達する振動となる。本法では，測定波形で初期振動（第 1

波）が開始される時間から伝搬時間差を測定することから，表面弾性波の速度が遅くなるコンクリー

トでは，入力点と受信点の距離差ΔL によって，最初に受信点に到達する振動の種類，速度が変化し

て，解説式(1)による弾性波速度も変化することとなる。 

 このようなコンクリート構造物では，弾性波速度は内部弾性波の伝搬時間差 TPが測定されるΔLの

範囲（解説図 3 では L＝650mm～1000mm）で，各ΔL と TPの解説式(2)に示す関係式を最小二乗法に

より求め aから決定する。この測定例を解説図 5に示す。 

   bTaLΔ +×= P            解説式(2) 

 

d)簡易な弾性波速度の測定方法，算出方法について 

 コンクリート部材厚さの測定のために弾性波速度を測定する場合など，精度の高い測定値を要求さ

 
受信点入力点 受信点

表面：速度低下

内部 

表面を伝搬する弾性波

内部を経由する弾性波

深さDE

 
解説図4 表面の弾性波速度が低下した構造物での弾性波の伝搬状況の模式図 
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⇒ a＝3.597（mm/μs）=3597（m/s） 
解説図5 表面の弾性波速度が低下した構造物での弾性波速度の測定例 
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れない場合（概ね±5%の精度）には，以下の簡易な方法により弾性波速度を算出できる。測定点の設

定例を解説図 6に示す。新設構造物では「３．伝搬時間差の測定方法」において，打撃点から受信セ

ンサー1までの距離と打撃点から受信センサー2までの距離の差ΔLは 500mm程度に設定し，伝搬時

間差ΔTPを 3回測定する。 

 また，既設構造物では，打撃点と受信センサー1の距離を 700mm程度，打撃点と受信センサー2の

距離を 1200mm程度に設定し，伝搬時間差ΔTPを 3回測定する。距離差ΔLと測定した伝搬時間差Δ

TPから解説式(1)により弾性波速度 VPを算出する。算出された 3 回の弾性波速度を平均処理して，コ

ンクリートの弾性波速度を決定する。なお，既設構造物ではインパルスハンマーと受信センサー1 個

で測定する方法は適用できない。これは，解説図 4に示すとおり，既設構造物では表面の弾性波速度

が低下し，弾性波の伝搬経路が入力点と受信点の距離とは一致しない可能性があることによる。既設

構造物では，前述のとおり，受信センサーを 2個による方法で測定する。 

 

 Ⅰ）新設構造物での簡易な測定方法 

ｾﾝｻｰ 1 ｲﾝﾊﾟｸﾀｰ ｾﾝｻｰ 2

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

L1 
L2 

ｾﾝｻｰ間距離差：ΔL = L2－L1 = 500mm程度

ⅰ）受信ｾﾝｻｰ 2個で測定する場合 ⅱ）ｲﾝﾊﾟﾙｽﾊﾝﾏｰと受信ｾﾝｻｰ 1個で測定する場合 
ｾﾝｻｰ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ

L = 500mm程度 

ｲﾝﾊﾟﾙｽﾊﾝﾏｰ 

Ⅱ）既設構造物での簡易な測定方法 

ｲﾝﾊﾟｸﾀｰ

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

ｾﾝｻｰ 1 ｾﾝｻｰ 2 

L1 = 700mm程度 
L2 = 1200mm程度 

ｾﾝｻｰ間距離差：ΔL = L2－L1 = 500mm程度

・受信ｾﾝｻｰ 2個で測定 

 

解説図6 簡易な弾性波速度の測定方法の例 
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